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1. 背景 

本報では，前報の本工法適用試設計（その 11，12）を

ふまえ，仕様が異なる 4体の試験体による提案耐震補強工

法の実題壁水平耐力実験を行う。試験体の概要と実験目

的を述べ，1体の試験体の実験結果を示す。 

2. 試験体概要 

既往実験 1，2）の試験体 A，B に続き，試験体 C から F の

4 体を作成した（図 1，2）。以下に C から F までのそれぞ

れの試験体の仕様とその理由，目的について述べる。 

試験体 Cは柱，梁，土台の木架構のみで構成される。全

ての試験体柱脚部には，水平加力時の転倒モーメントに

抵抗するため，50kNのホールダウン金物が各 2本ずつ（合

計 4本）設置されている。また，柱頭にはコーナー金物が

設けられている。これらによる試験体下部の境界条件お

よび木架構間の接合部の回転固定度および木架構自体の

水平剛性を評価する。 

試験体 Dには試験体 Cの木架構に加え，木摺，アスファ

ルトフェルト防水シート，ラス，モルタルで構成される

モルタル仕上壁を施工する。これらの木架構からモルタ

ル仕上までの層が，既存建物を構成する要素の想定であ

る。モルタルは下塗り 8.5mm，上塗り 13.5mm で施工し，

養生期間は 4週間とする。モルタルの外側からドリルビス

φ6.0×115mm（以下，長ビス）を貫通させ，上下辺は

113.6mm 間隔，側辺は 200mm 間隔でそれぞれ梁と土台およ

び柱に固定する。側辺，上下辺の長ビスはそれぞれ鋼板

端部より約 10mm，20mm の位置に設ける。本耐震補強工法

では，既存モルタル仕上壁の上から鋼板を長ビスで固定

するが，試験体 Dでは鋼板を含まない。これにより，モル

タル仕上鋼板補強壁の水平耐力における鋼板の寄与を評

価する。 

試験体 Eは木架構に試験体 Dと同仕様のモルタル仕上壁

を施工し，四周の長ビス設置位置にブチルゴム防水テー

プ，ゴムスペーサーを設ける。モルタル仕上を貫通して，

試験体 Dと同じ位置で長ビスが鋼板と木架構を接合する。

鋼板の断面形状を図 3に示す。耐震壁としての機能上は平

板が有利であるが，面外剛性確保と意匠性および止水対

応を目的として図の形状の角波とする。鋼板形状と試験

体の構成は，既往実験 1，2）の試験体 Aと同じであるが，モ

ルタルの配合を変更して（表 1），材料強度を低下させた。

これにより，既存木造住宅のモルタル強度が低い場合の

本工法適用可能性を確認することを意図した。また，試

験体 Aでは，ビス打設位置からの鋼板の端あき距離が比較

的小さく，実験で鋼板の端あき破断が確認された。そこ

で，試験体 Eでは，側辺での折曲加工を追加し，端あき距

離を大きくした。 

 

図 1 実験概要(試験体 C 概要) 

 

図 2 試験体構成 

 

図 3 鋼製薄板断面形状 

表 1 モルタル配合表 

 
 セメント 

(kg) 
水 

(kg) 
砂 

(kg) 
砂/セメント 
（容積比） 

水セメント比 
（%） 

 
上塗り 22 17.6 99 4.5 80 
下塗り 50 30 200 4.0 60 

 密度はセメント：11.6g/cm3，砂：11.9g/cm3とした。  

表 2 モルタル材料特性各値 

  
圧縮強度 

(N/mm2) 
割裂引張強度 

(N/mm2) 
ヤング係数 

(kN/mm2)  

 上塗り 19.46 1.19 17.19  

 下塗り 12.07 0.70 14.44  
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試験体 Fの構成は基本的に試験体 Eと同じである。ただ

し，鋼板の片側の側辺のみ，長ビスではなく，コンクリ

ートビスφ5.0×32mm を用いて，木架構に到達させずに，

鋼板をモルタルに固定した。前報の試設計で鋼板の 4辺全

てを既存柱梁架構に固定できない壁の存在が確認されて

おり，そのような場合の壁の耐力評価を意図した。 

3. モルタル材料試験 

上塗りと下塗りのモルタルの配合は表 1の通りである。

砂と水の割合を比較的多くし，低強度で乾燥ひび割れが

生じないよう配合設計を行った。4 週間の養生期間後の試

験体壁モルタル表面には微細な乾燥ひび割れが観測され

たのみである。 

直径 50mm，高さ 100mm の試験体でモルタルの圧縮試験

と割裂試験を行った。下塗りと上塗りに用いたモルタル

を 8 体ずつ計 16 体作成した。養生期間は壁実験試験体に

用いたモルタル同様 4週間である。試験結果より算出した

圧縮強度 Fc，割裂引張強度 Ft，ヤング係数 Eの平均値を表

2 に示す。各値は上塗りと下塗りとでそれぞれ，で

Fc=19.46 と 12.07N/mm2，Ft=1.19 と 0.70N/mm2，E=17.19 と

14.44N/mm2であった。 

4. 試験概要 

「木造住宅の耐力壁及びその倍率 性能試験・評価業

務方法書 3）」（以下，方法書）に準拠して耐震壁の水平耐

力試験を行った。実験概要図を図 1に示す。試験体幅は木

造住宅の柱間距離を考慮し 910mm とし，高さは 2730mm と

した。木材はスギ（無等級）を使用し，柱と土台は 105mm

×105mm 梁は 180mm×105mm の断面寸法とした。梁及び土

台と柱の仕口はホゾとし，N90 釘を 2 本用いて固定した。

梁上に試験体の面外方向への変形を拘束する治具を設け

た。試験体の押す側を正，引く側を負方向とし，油圧ジ

ャッキにより梁端部に水平力を加え，水平載荷力をロー

ドセルにより測定した。変位は，梁端部での水平変位 H1，

柱脚部の鉛直変位 V1，V2 及び水平変位 H2，H3，土台中央

の水平変位 H4 を測定した。載荷スケジュールは，梁端部

の水平変位を試験体高さで除した見かけのせん断変形角

γ0 が 0.22，0.33，0.50，0.67，1.0，1.3，2.0%の同一変

形段階において各 3回の正負交番静的繰り返し載荷とし，

その後は正方向へ単調漸増で破壊するまで載荷した。 

5. 実験結果 

本編で試験体 C，続編で試験体 D-F の実験結果を述べる。

図 4 に正側の荷重-変形角関係の包絡曲線を示す。グラフ

の縦軸は水平力 P（kN），横軸は土台の水平変位及び柱脚

部の鉛直変位の影響を除外した真のせん断変形角γ(%)で

ある。変形の様子を図 5に示す。 

方法書に準拠して算出した試験体 C の初期剛性 K，最大

耐力 Pmax，終局耐力 Pu，壁倍率はそれぞれ 46.0kN/mm，

6.5kN，5.4kN，0.6 となった。試験体 C は他の試験体に比

べ初期剛性が大幅に低い。γ=3.0%程度まで弾性的に耐力

が上昇し，4.0%程度以降に剛性がわずかに低下した。こ

れは正側の柱の柱脚部の土台へのめり込みと，負側の柱

の柱頭部と梁の引き抜けによるためと考えられる。柱脚

のホールダウン金物と柱頭のコーナー金物により，柱と

土台および治具，柱と梁の接合部の回転固定度が上昇し，

柱の曲げ剛性が水平剛性に寄与した。方法書に準拠して

算出した試験体 Cの壁倍率は 0.6である。実建物への提案

耐震補強構法適用に関しては，本試験体のような接合部

回転固定度は存在せず，本試験体の耐力を差し引いて補

強壁の耐力を評価する必要がある。 

6. まとめ 

提案耐震補強工法の実大壁水平耐力実験の試験体を設

計した。試験体は，著者らによる既往実験および適用試

設計をふまえて，仕様が異なる 4体とした。木架構間のみ

の試験体 Cの実験結果より，柱と土台及び梁の接合部仕様

と試験体下部の境界条件に応じた木架構の水平剛性と耐

力を評価した。 

参考文献と謝辞は続編にまとめて示す。 

 

図 4 実験結果 荷重-変形角曲線 

 

図 5 試験体 C 損傷と変形の様子 

 


